
証券コード　6264

2021年11月10日

株 主 各 位
鹿児島県出水市大野原町2 1 4 1番地

株 式 会 社 マ ル マ エ
代表取締役社長 前 田 俊 一

１．日 時 2021年11月26日（金曜日）午後３時

２．場 所 鹿児島県出水市大野原町2141番地
株式会社マルマエ　本社　３階「特設会場」

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第34期（2020年９月１日から2021年８月31日まで）事業報告
及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

第34期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第34期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご案内申しあげます。

なお、当日のご出席に代えて、書面またはインターネット等によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討の
うえ、43頁のご案内に従って2021年11月25日（木曜日）午後５時30分までに議決
権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ

ェブサイト〔https://www.marumae.com/〕に掲載させていただきます。

◎新型コロナウイルス(COVID-19）感染拡大防止の観点から、株主様には可能な限り書面または

インターネットにより事前の議決権行使をお願い申しあげます。また、当日ご来場される株主

様におかれましては、マスク着用などの感染予防にご配慮いただき、当日までの流行状況やご

自身の健康状態にご留意いただいたうえで、ご来場を見合わせていただくことを含めて、ご検

討いただきますようお願い申しあげます。なお、当社の判断に基づき、株主総会会場において

株主様の安全確保及び感染拡大防止のために必要な措置を講じる場合もありますので、ご協力

のほどお願い申しあげます。
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(2020年９月１日から
2021年８月31日まで)

（提供書面）

事 業 報 告

１. 会社の現況に関する事項

(1)事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により依

然として厳しい状況にあり、個人消費についても弱さが見られました。一方、当

社の主な販売分野である半導体分野におきましては、メモリ＊１需要が拡大して

いるなか、ロジック＊２向けの需要も急拡大し、市場環境は過去最高水準にあり

ます。ＦＰＤ分野におきましては、中国向けのＧ６ ＯＬＥＤ（有機ＥＬ）投資

が急回復し、Ｇ10.5液晶パネル投資にも回復がみられました。

これらの市場環境のもと、半導体分野では、新たな顧客で量産が始まったほ

か、従来顧客においても新規品種で受注が拡大しました。ＦＰＤ分野では、大型

電子ビーム溶接（ＥＢＷ）＊３を使う受注の拡大が貢献し、概ね好調に推移いた

しました。

費用面につきましては、期初の想定に対しては、労務費と減価償却費の比率は

低くとどまるなど低減することができましたが、期末にかけては生産能力増強を

急ピッチで進めたことで直近の見通しからは上振れしました。また、生産能力を

超える受注が続いたことから外注費が増加したことと、生産リードタイムが長期

化したことで一部の不採算製品に関連する受注損失引当金の増加も発生いたしま

した。さらに、新規顧客の要望を受けた試験が想定外に急増し研究開発費が増加

いたしました。

これらの結果、当事業年度の業績は、売上高が5,369百万円(前期比22.4％

増)、営業利益が1,207百万円(前期比34.7％増)、経常利益が1,200百万円(前期比

43.9％増)、当期純利益が902百万円(前期比30.7％増)となりました。

なお、当社は精密部品事業のみの単一セグメントであるため、セグメントごと

の記載を省略しております。

＊１　メモリとは、記憶を保持する半導体素子です。

＊２　ロジックとは、演算や論理処理を行う半導体素子です。

＊３　電子ビーム溶接とは、真空中でプログラム通りに、高出力の電子ビーム

を使い溶接するものです。
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製品分野 売上高 構成比

半導体製造装置関連部品 4,221百万円 78.6％

ＦＰＤ製造装置関連部品 838 15.6

その他 309 5.8

出水事業所

高尾野事業所

関東事業所

マシニングセンタ11台、ＣＮＣ旋盤６台、新型溶接

機１台

マシニングセンタ１台、ＣＮＣ旋盤１台、太陽光パ

ネル一式

マシニングセンタ３台

関東事業所 マシニングセンタ２台の売却

当事業年度の製品分野別の状況は次のとおりであります。

（注）１. 金額は販売価格によっております。

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2)設備投資の状況

①当事業年度中に取得した主要設備

②当事業年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

(3)資金調達の状況

当事業年度中に当社の設備投資資金として金融機関より長期借入金400百万

円の調達を実施しました。

その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。
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(4)対処すべき課題

当社は、以下を対処すべき課題と捉えております。

①市場変動

当社の属する半導体とＦＰＤの市場は景気変動に伴い大幅な需要の変動が

起こります。これらの変動に対応するために、消耗品の受注拡大を進めてい

ます。さらに、新分野の拡大を行うとともに、生産性を向上させ、生産力拡

大に対する固定費の拡大抑制を行うことを主な対応策としております。な

お、具体的な固定費の抑制方法につきましては、需要の変動に対応するた

め、協力企業の育成と活用を行うことと、生産の自動化を進める方針です。

②競争の激化と受注価格低下

当社の属する業界は中小の同業社が多く、厳しい競争のある業界です。参

入障壁の低い案件は競争から価格は低下します。そのような業界の中で、当

社は参入障壁の高い真空パーツに取り組み受注拡大を狙い、また、独創的な

加工手法や徹底的に行う生産性改善手法によりコスト低減を続け市場価格の

低下に先回りした対応をしております。しかしながら、保有する技術の陳腐

化が進むことから今後も継続的に技術開発を行う必要があります。そのた

め、当社においてはＲ＆Ｄの強化と人材育成に注力する方針です。

③「人」に対する取り組み

当社は、人の持つ技術力や営業力が最も重要な強みであるため、強みを持

つ人材の安定化と育成が重要な課題となっております。しかしながら、継続

的に改善を進めながらも、高い能力を持つ人材に頼る部分が多く、時間外労

働や休日出勤の偏りが生じております。このような状況から、多様な勤務形

態を構成することで個々の負担を減らし、社員満足度の向上と人材の安定化

を図り、長期的な人材育成プランを実現していく方針です。
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区 分
第 31 期

(2018年８月期)
第 32 期

(2019年８月期)
第 33 期

(2020年８月期)

第 34 期
(当事業年度)
(2021年８月期)

売 上 高 (百万円) 4,588 4,019 4,388 5,369

当 期 純 利 益 (百万円) 866 436 690 902

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 72.01 33.45 53.34 70.51

総 資 産 (百万円) 8,088 8,329 8,894 9,742

純 資 産 (百万円) 5,132 5,307 5,706 6,327

１株当たり純資産額 (円) 393.21 406.65 445.69 494.20

(5)財産及び損益の状況の推移

(6)重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。
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区分 主要製品

半 導 体 分 野

用途：半導体製造装置及び検査装置を構成する真空部品。
多数ある半導体製造工程で、主にドライエッチング
工程・ＣＶＤ工程・洗浄工程・塗布工程などの前工
程と言われる半導体製造装置を構成する部品を製造
しております。

特徴：当社で製造する部品は、主に真空中で使用されるた
めに気密性など高精度な仕上がりが要求されるほ
か、高温高電圧のプラズマにさらされることから高
い対電圧性能が要求されます。また、半導体製造の
プロセスは非常に繊細であるため、製品の安定度が
重要な要素となっており、試作とプロセス評価に長
い時間が掛かりながらも、一旦装置に採用されると
長い期間変更されずに受注が継続します。また、プ
ラズマにさらされることから消耗も激しく、定期的
に消耗品需要もあり、新規装置の需要が無い場合で
も消耗品需要が見込めます。

Ｆ Ｐ Ｄ 分 野

用途：ＦＰＤ製造装置及び検査装置を構成する真空部品。
ＦＰＤ製造工程の中で、主にドライエッチング工
程・ＣＶＤ工程・塗布工程などのＦＰＤ製造装置を
構成する部品を製造しております。

特徴：チャンバーと呼ばれる耐真空容器や電極と呼ばれる
チャンバー内蔵物を製造しております。これらの部
品は部品サイズが３ｍ以上と大きく、形状が複雑で
非常に歪み易い割に、厳しい平面度や位置精度など
高精度が要求されるアルミ等の金属製部品です。大
きさは違いますが、半導体部品と同様にプラズマに
さらされる環境で、対電圧や安定性が求められる重
要部品です。

そ の 他

用途：スマートフォン筺体（ケース）の表面処理装置、太
陽電池製造装置部品、オートバイのレース用部品、
光学分野（カメラ・顕微鏡）・医療装置などの産業
用装置部品などを製造しております。

特徴：各分野の最終製品を構成する部品の中でも、複雑な
形状や高い平面度が必要であるなど歪みの少なさが
要求される部品、あるいは溶接や表面処理を含む多
工程が必要な部品などで、アルミほか各種金属製の
部品です。

(7)主要な事業内容（2021年８月31日現在）

当社の事業の内容は、半導体及びＦＰＤ等の製造装置を構成している真空部

品等を製造する精密部品事業であります。

当社では、主に下記用途及び特徴の製品を製造装置メーカーから受注してお

ります。
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本社・出水事業所 鹿児島県出水市

高 尾 野 事 業 所 鹿児島県出水市

関 東 事 業 所 埼玉県朝霞市

(8)主要な事業所（2021年８月31日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

160（108）名 18名増（6名増） 37.8歳 7.6年

(9)従業員の状況（2021年８月31日現在）

（注）１. 従業員数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

２. 従業員数が前事業年度と比べて18名増加しましたのは、主として半導体分野の事業

拡大に伴う定期採用及び有期契約社員の登用によるものであります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 1,046百万円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 483

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 452

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 270

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 98

(10)主要な借入先（2021年８月31日現在）

(11)その他会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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(1)発行可能株式総数 52,212,000株

(2)発行済株式の総数 13,053,000株 （うち自己株式 250,196株）

(3)株主数 9,684名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

前 田 俊 一 4,819,000株 37.6％

前 　 田 　 美 佐 子 504,000 3.9

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 417,700 3.3

川 本 忠 男 219,500 1.7

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505019 209,400 1.6

S M B C 日 興 証 券 株 式 会 社 185,100 1.4

前 田 良 子 180,000 1.4

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 172,300 1.3

五 十 嵐 　 光 　 栄 168,000 1.3

マ ル マ エ 共 栄 会 136,400 1.1

２. 株式の状況(2021年８月31日現在）

(4)大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式250,196株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5)その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

３. 新株予約権等の状況

(1)当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交
付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2)当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 前 田 俊 一 統括及び管理本部担当

取 締 役 海 﨑 功 太 営業本部担当

取 締 役 安 藤 博 音 技術生産本部担当

取 締 役 門 田 晶 子 合同会社Go！Kagoshima 代表

取締役（監査等委員・常勤） 兒 島 吉 二

取締役（監査等委員・常勤） 外 西 啓 治

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 桃 木 野 　 　 　 聡 桃木野総合法律事務所 所長

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 山 本 隆 章
セイコーソリューションズ株式会社 
顧問

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 宮 川 博 次 宮川公認会計士事務所 副所長

４. 会社役員の状況

(1)取締役に関する事項（2021年８月31日現在）

（注）１. 取締役門田晶子氏、取締役（監査等委員）桃木野聡氏、山本隆章氏及び宮川博次氏

は、社外取締役であります。

２. 取締役（監査等委員・常勤）兒島吉二氏、外西啓治氏、取締役（監査等委員）宮川　

博次氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

　　①取締役（監査等委員・常勤）兒島吉二氏は、過去に当社の経理課において、長年に

わたり業務に携わっておりました。

　　②取締役（監査等委員・常勤）外西啓治氏は、金融機関における豊富な経験と幅広い

見識を有しております。

　　③取締役（監査等委員）宮川博次氏は、公認会計士の資格を有しております。

３. 情報収集の充実を図り、会計監査人、内部統制所管部門及び社外取締役である監査等

委員との連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、常勤

の監査等委員を置いております。

４. 当社は、取締役門田晶子氏、取締役（監査等委員）桃木野聡氏、山本隆章氏、宮川　

博次氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。

５. 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

　　①門田晶子氏は、2020年11月27日付で当社の社外取締役に就任しております。

　　②外西啓治氏は、2020年11月27日付で当社の取締役(監査等委員・常勤)に就任してお

ります。

(2)責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び各監査等委員である取締役は、会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任

限度額としております。
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(3)役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者がそ

の職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けるこ

とによって生ずることのある損害を当該保険契約により填補することとしてお

ります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一

定の免責事由があります。

当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役及び監査等委員である取締

役であり、保険料は全額当社が負担しております。

(4)取締役の報酬等

①役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月20日開催の取締役会において、取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。以下、「取締役」という。）の個人別の報酬等の内容に

かかる決定方針を決議しており、その概要は次のとおりであります。なお、

取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について諮問委員会へ

諮問し、答申を受けております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、

報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議され

た決定方針と整合していることや、諮問委員会からの答申が尊重されている

ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

イ．基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、

個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準と

することを基本方針とする。具体的には、業務執行取締役の報酬は、

固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬等および株式報酬により構

成し、監督機能を担う監査等委員である取締役及び監査等委員ではな

い社外取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこ

ととする。

ロ．基本報酬、業績連動報酬及び非金銭報酬の額等の決定に関する方針(報

酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

(a)基本報酬に関する方針

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、

在任年数に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考

慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。
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(b)業績連動報酬に関する方針

業績連動報酬等は、「固定部分」と会社の業績に連動した「変動

部分」から構成し、「変動部分」は（１）従業員一人当たりの賞与

額、（２）総資産経常利益率、（３）純資産経常利益率を所定の比

率で換算し、月額報酬に反映させる仕組みとする。これらの指標

は、（１）は従業員満足度を高めながら一人当たり生産性を向上さ

せること、（２）はＲＯＡを高める経営を心掛けること、（３）は

ＲＯＥを高める経営を心掛けることを目標とする。なお、各々の数

値は個別の目標値は持たず、３つの項目の評価を合算して達成度を

算出することとし、適宜、環境の変化に応じて諮問委員会の答申を

踏まえた見直しを行うものとする。

(c)非金銭報酬に関する方針

非金銭報酬等は、譲渡制限付株式とし、取締役（社外取締役及び

監査等委員である取締役を除く。以下「対象取締役」という。）に

対し譲渡制限付株式を割り当てるために、当社の各事業年度を評価

対象期間とし、対象取締役の役位に基づいて定めた金額（以下「役

位別基礎金額」という。）に業績支給率を乗じた金額を金銭報酬債

権として付与し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資財産として会

社に現物出資させることで、対象取締役に当社の普通株式を発行又

は処分し、これを保有させる。なお、対象取締役に対して付与され

る金銭報酬債権の総額は、年額４千万円以内、当社が発行し又は処

分する普通株式の総数は年60,000株以内とする。各対象取締役への

具体的な支給時期及び配分については、諮問委員会の答申を受け取

締役会において決定するものとする。

＜交付株式数の算出方法＞

交付株式数＝役位別基礎金額（※１）×業績支給率（※２）÷１株

当たりの払込金額

（※１）対象取締役の役位に応じて、取締役会で定める。

（※２）評価対象期間における連結営業利益率の実績に応じて、0％

～200％の範囲で変動することとする。
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氏名 基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

代表取締役 ４割 ４割 ２割

取締役 ５割 ３割 ２割

ハ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の

個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事

業規模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬

水準を踏まえ、上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが高まる構成

とし、諮問委員会において検討を行う。取締役会は諮問委員会の答申

内容を尊重し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲内で取締

役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。

なお、報酬等の種類ごとの比率の目安は、以下のとおりとする。

（連結営業利益率20％を達成した場合の目安。）

ニ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については諮問委員会において代表取締役から業績

の状況や目標に対する達成度合いの説明を受け、その上で代表取締役

から報酬案の提示を行わせ、内容について協議と調整を行った結果を

取締役会へ答申し、取締役会において決議する。なお、株式報酬にお

いても、諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会で取締役個人別の割当

株式数を決議する。
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区　　分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（名）
基本報酬

業績連動

報酬等

非金銭

報酬等

取　締　役

（うち社外取締役）

87

(2)

39

(2)

32

(－)

16

(－)

4

(1)

取締役（監査等委員）

（うち社外取締役）

26

(12)

26

(12)

－

(－)

－

(－)

5

(3)

合　　　計

（うち社外役員）

114

(15)

66

(15)

32

(－)

16

(－)

9

(4)

②当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2018年11月28日開催の

定時株主総会において年額１億５千万円以内と決議いただいております。当該株主総

会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は、５名です。

２. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2015年11月28日開催の定時株主総会におい

て年額３千万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員

の員数は、３名です。

３. １及び２の報酬限度額と別枠で、譲渡制限付株式を割り当てるための金銭報酬債権に

係る報酬額として、2020年11月27日開催の第33期定時株主総会において、その限度額

は年額４千万円以内、また金銭報酬の対価として発行・処分する当社普通株式の上限

を年60,000株とすることが決議されております。当事業年度において、これらの支給

枠に基づく報酬等の支給対象となる取締役(監査等委員及び社外取締役を除く。)の員

数は３名です。

４. 業績連動報酬等にかかる業績指標は、従業員一人当たりの賞与額及び総資産経常利益

率、純資産経常利益率であり、その実績は「１.会社の現況に関する事項」「(1)事業

の経過及び成果」のとおりであります。当該指標を選択した理由は、従業員満足度を

高めながら一人当たり生産性を向上させること及びROA、ROEを高める経営を心掛ける

ことを目標としているためであります。また、業績連動報酬等の算定方法について

は、「①ロ.(b)業績連動報酬に関する方針」のとおりであります。

５. 非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「①ハ.金銭報酬の

額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対

する割合の決定に関する方針」のとおりであります。上表の非金銭報酬等の総額は、

当事業年度に係る譲渡制限付株式報酬額の費用計上額であります。なお、当事業年度

を対象期間とした譲渡制限付株式報酬は翌事業年度に交付される見込みであります。
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(5)社外役員に関する事項

①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役門田晶子氏は、合同会社Go！Kagoshimaの代表であります。当社と

兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）桃木野聡氏は、桃木野総合法律事務所の所長であ

ります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）山本隆章氏は、セイコーソリューションズ株式会

社の顧問であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありませ

ん。

・取締役（監査等委員）宮川博次氏は、宮川公認会計士事務所の副所長で

あります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

②会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役員と

の親族関係

該当事項はありません。
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出席状況、発言状況及び社外取締役に
期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
門 田 晶 子

就任後、当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出
席いたしました。経営経験者としての専門的見地及び女性取締
役としての多様な視点から、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま
す。

取締役（監査等委員）
桃 木 野 　 　 　 聡

当事業年度に開催された取締役会20回のうち20回、監査等委員
会14回のうち14回に出席いたしました。弁護士としての専門的
見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言を行っております。また、監査等
委員会において、監査結果についての意見交換等、専門的見地
から適宜、必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
山 本 隆 章

当事業年度に開催された取締役会20回のうち20回、監査等委員
会14回のうち14回に出席いたしました。経営経験者としての専
門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監
査等委員会において、監査結果についての意見交換等、専門的
見地から適宜、必要な発言を行っております。

取締役（監査等委員）
宮 川 博 次

当事業年度に開催された取締役会20回のうち20回、監査等委員
会14回のうち14回に出席いたしました。公認会計士としての専
門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監
査等委員会において、監査結果についての意見交換等、専門的
見地から適宜、必要な発言を行っております。

③当事業年度における主な活動状況
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支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 14百万円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

20

５. 会計監査人の状況

(1)名称　　　　　 三優監査法人

(2)報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務執行状況、報酬の見積りの算定

根拠等について検討した結果、適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額

について同意しております。

(3)非監査業務の内容

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務

であるデューデリジェンスに係る業務に対しての対価を支払っております。

(4)解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査等委員会が選定した取締役（監査等委員）は、解任後最初

に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告

いたします。

なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目

的とすることを監査等委員会に請求し、監査等委員会はその適否を判断したう

えで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

(5)責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、会計監査人がその契約の履

行に伴い当社が損害を被った場合、悪意又は重大な過失があったときを除き、

法令が規定する額をもって損害賠償責任限度額としております。
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６. 会社の体制及び方針

(1)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

企業が存立を継続していくためにはコンプライアンスの徹底が不可欠であ

ると認識し、すべての役職員が公正かつ高い倫理観に基づいて行動し、広く

社会から信頼される経営体制の確立に努める。

イ. 取締役会は、法令及び定款で定められた事項及び経営に関する重要事項

につき、十分審議した上で意思決定を行う一方、職務執行する取締役か

らはその執行状況に関わる報告等を求めて経営方針の進捗状況を把握

し、職務執行の適正性を管理監督する。

ロ. 監査等委員である取締役は、取締役会の他重要な意思決定の過程及び職

務執行状況を把握するため、重要な会議に出席し、取締役及び使用人の

職務執行状況等に関して意見の陳述や報告を行い、必要に応じて助言・

勧告、場合によっては適切な処置を講ずる。

ハ. 経営会議は定期的に開催し、取締役及び幹部社員による重要な意思決定

と業務執行の経過に対して多面的な検討を行うとともに、相互監視を行

う。

ニ. 内部監査担当者は、定期監査とともに必要に応じて任意監査を実施して

日常の職務執行状況を把握し、その改善を図る。

ホ. コンプライアンス体制の維持のため、弁護士及び監査法人等の外部専門

家と密に連携を図る。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係わる情報について、管理基準及び管理体制を整備

し、法令及び「稟議規程」、「文書管理規程」、「情報システム管理規程」

に基づき作成・保存するとともに、必要に応じて取締役、監査等委員である

取締役等が閲覧、謄写可能な状態にて維持する。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理を最も重要な経営課題の一つと位置づけ、当社固有のリスクを

十分認識した上で、様々な危険に対して、危険の大小や発生可能性に応じ、

事前に適切な対応策を準備する等により、損失の危険を最小限にすべく組織

的な対応を行う。
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イ. 全社的なリスクの監視及び全社的な対応は管理本部が行う。

ロ. 各部門の担当業務におけるリスクは、当該部門長が責任者となりマニュ

アル等の整備及び徹底、必要な教育を行う。

ハ. 取締役並びに各部門長は、個々の職務における重大なリスクの把握に努

め、発見したときは取締役会で多面的な審議の上、適切な対策を決定

し、実施する。

ニ. 内部監査担当者は、リスク管理の状況についても監査を実施する。

ホ. 新たにリスク管理面で問題が発生もしくは発生が予測される場合には、

取締役会に報告し、その対策を協議して是正処置を取る。

ヘ. 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長の指揮の下、弁護士等

を含む外部専門家を利用し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれ

を最小限に止める体制を整える。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

規程の整備により、取締役の権限・責任の範囲と担当業務を明確かつ適切

に定めることで、取締役が効率的に職務執行する体制を確保する。

イ. 取締役会は中期事業計画及び各年度の予算案を決定し、各部門がその目

標達成のための具体策を立案・実行する。

ロ. 「取締役会規程」、「組織規程」、「職務分掌規程」及び「決裁権限基

準」により、取締役の委嘱事項を定め、委嘱した範囲において職務執行

を決定し実行できる権限を委譲する。取締役は職務執行の進捗状況等を

取締役会及び経営会議で報告する。

ハ. 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、必要に応じ

て組織、職制、業務分掌、決裁権限等に関する社内規程等の見直しを行

い、必要な改善を行う。

⑤企業集団における業務の適正を確保するための体制

現在、子会社、関連会社に該当するものは存在しないが、将来においてグ

ループ会社を設置する場合には、子会社管理規程を整備し、当社と同等の管

理、規程・コンプライアンス基準の整備、管理、事業内容の定期的な報告と

協議を行う。また会計基準についても、特定の理由がある場合を除いて、原

則的に当社の会計基準に従う。

子会社の業務執行者による当社への報告体制、子会社の損失のリスク管理

体制、子会社の業務執行の効率性を確保するための体制並びに子会社の業務

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制についても、将来

子会社を設ける場合には、子会社管理規程を整備して定める。

⑥監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた

場合における当該使用人に関する事項

監査等委員である取締役と内部監査担当者は常に連携できる体制にあるた

め、監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人を置いていないが、

監査等委員である取締役からその使用人の設置を求められた場合は、監査等

委員である取締役と協議の上、必要に応じて設置する。
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⑦前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人を設置した場合には、

その指揮・命令等は監査等委員である取締役の下にあり、その人事上の取り

扱いは監査等委員である取締役と協議して行う。

⑧監査等委員である取締役による前項の使用人に対する指示の実効性の確保に

関する事項

前項の使用人が、他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員である取

締役に係る業務を優先して従事するものとする。また、兼務する他部署の上

長及び取締役は、当該業務の遂行にあたって要請があった場合は必要な支援

を行う。

⑨取締役及び使用人が監査等委員である取締役に報告をするための体制

監査等委員である取締役の取締役会等の重要な会議への出席を、取締役の

業務執行に対する厳正な監視体制とするとともに、監査等委員である取締役

への重要な報告を行う体制とする。また、会社に著しい損害をおよぼすおそ

れのある事実等を発見した場合は、速やかに監査等委員である取締役に報告

する。

⑩前項の報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを

受けないことを確保するための体制

監査等委員である取締役に対して前項の報告を行ったことを理由として、

当該報告者は何ら不利益な取り扱いを受けないものとする。また、会社の人

事考課にあたり、監査等委員である取締役は第６項乃至第９項の業務又は報

告を行った使用人に関し、評価上の意見を述べることができる。

⑪監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の

手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

監査等委員である取締役の職務執行に関して生じる費用については、会社

の経費予算の範囲内において、所定の手続きにより会社が負担する。

⑫その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するた

めの体制

「監査等委員会監査等基準」において、監査等委員である取締役と内部監

査担当者が緊密な連携を保つよう努めなければならない旨を定め、監査が実

効的に行われることを確保する。また、取締役と監査等委員である取締役は

積極的に意見交換を行い、適切な意思疎通を図る。
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(2)業務の適正を確保するために必要な体制の整備運用状況

①財務報告の適正性と信頼性を確保するための体制

財務報告に係る内部統制に対応するため、業務プロセスにおける適正性を

確保した体制を整備し、運用しています。

②その他業務の適正を確保するために必要な体制

経営及び業務執行の健全かつ適切な運営の強化のためコンプライアンス基

本規程や行動規範を定め、教育・研修を定期的に実施することで、コンプラ

イアンス意識の周知徹底を図っています。併せてコンプライアンス違反行為

等の早期発見と是正を図るために社内外の通報相談窓口を整備し運用してお

ります。

リスク管理につきましては、「リスク管理規程」を定め、リスク管理を効

果的・効率的に進めるために責任部署による対応を基本とする体制を取って

おりますが、その対応状況については、リスク管理委員会及び経営会議や取

締役会等でフォローを行っています。

(3)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

「反社会的勢力に関する規程」を定め、社会の秩序や安全に脅威を与える反

社会的勢力や団体とのいかなる関係も排除し、不当要求等に対しては毅然と対

応する方針であります。

(4)剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主に対する利益還元につきましては、重要な経営施策の一つとし

て位置づけています。

今後の利益配分に関しましては、長期的な視野に立った投資の実施ととも

に、経営成績及び財務状況を勘案しつつ、収益性に基づく利益配分を目指し、

配当金の計算は、配当性向の考えを取り入れたいと考えております。なお、中

期的な配当性向の目途といたしましては、中期事業計画の期間中（2019年８月

期から2022年８月期）に30％以上を目標としております。また、最終損益で損

失を計上しない限りは、通年で１株につき最低10円の安定配当を行う方針とし

ております。
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（2021年８月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

4,813,526

2,505,018

15,807

729,829

940,160

15,410

570,241

12,226

24,025

4,342

△3,537

4,929,102

4,756,653

1,591,688

78,152

2,273,591

15,916

12,775

766,549

3,056

14,922

51,803

51,776

26

120,646

7,000

111

2,309

110,535

690
　

流 動 負 債 1,452,372

買 掛 金 249,270

１年内返済予定の長期借入金 427,012

リ ー ス 債 務 679

未 払 金 278,632

未 払 費 用 164,489

未 払 法 人 税 等 219,853

前 受 金 48,067

預 り 金 8,462

前 受 収 益 143

受 注 損 失 引 当 金 36,046

株 式 報 酬 引 当 金 16,000

そ の 他 3,715

固 定 負 債 1,963,121

長 期 借 入 金 1,923,694

長 期 リ ー ス 債 務 2,377

退 職 給 付 引 当 金 25,251

資 産 除 去 債 務 1,069

受 入 保 証 金 2,700

そ の 他 8,029

負 債 合 計 3,415,494

純 資 産 の 部

株 主 資 本 6,327,134

資 本 金 1,241,157

資 本 剰 余 金 1,938,342

資 本 準 備 金 1,125,157

そ の 他 資 本 剰 余 金 813,184

利 益 剰 余 金 3,309,607

利 益 準 備 金 14,112

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,295,494

圧 縮 積 立 金 11,885

繰 越 利 益 剰 余 金 3,283,609

自 己 株 式 △161,971

純 資 産 合 計 6,327,134

資 産 合 計 9,742,628 負 債 純 資 産 合 計 9,742,628

貸　借　対　照　表

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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(2020年９月１日から
2021年８月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 5,369,639

売 上 原 価 3,552,280

売 上 総 利 益 1,817,358

販売費及び一般管理費 610,012

営 業 利 益 1,207,345

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 34

為 替 差 益 3,746

受 取 保 険 金 4,392

そ の 他 営 業 外 収 益 2,689 10,862

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16,232

支 払 補 償 費 1,825

そ の 他 営 業 外 費 用 1 18,058

経 常 利 益 1,200,149

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 3,635

補 助 金 収 益 18,814 22,449

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 158 158

税 引 前 当 期 純 利 益 1,222,441

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 339,845

法 人 税 等 調 整 額 △20,106 319,738

当 期 純 利 益 902,702

損　益　計　算　書

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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(2020年９月１日から
2021年８月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資本剰余
金 合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計圧 縮

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,241,157 1,125,157 813,184 1,938,342 14,112 15,847 2,658,606 2,688,566

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △281,661 △281,661

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 △3,961 3,961 －

当 期 純 利 益 902,702 902,702

事 業 年 度 中 の 変 動 額
合 計

－ － － － － △3,961 625,002 621,040

当 期 末 残 高 1,241,157 1,125,157 813,184 1,938,342 14,112 11,885 3,283,609 3,309,607

株主資本等変動計算書

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産
合 計自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 △161,971 5,706,094 5,706,094

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △281,661 △281,661

圧 縮 積 立 金 の 取 崩 － －

当 期 純 利 益 902,702 902,702

事 業 年 度 中 の 変 動 額
合 計

－ 621,040 621,040

当 期 末 残 高 △161,971 6,327,134 6,327,134

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)
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①有形固定資産

（リース資産を除く)

建物（附属設備を除く）：定額法

上記以外：定率法

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物は定額法によっております。

②無形固定資産

（リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用目的のソフトウェアについては、社内における

見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

個別注記表

１. 重要な会計方針

(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

・製品 主として個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

・仕掛品 個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定)を採用しております。

・原材料 移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定)を採用しております。

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における

受注契約に係る損失見込額を計上しております。

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額を計上しております。

④株式報酬引当金 業績連動型株式報酬制度に基づく取締役への当社株式の交付に備

えるため、当事業年度末における給付の見込額に基づき計上して

おります。

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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仕掛品 570,241千円

受注損失引当金※ 36,046千円

相 殺 内 訳 金 額

製品と相殺表示 4,292

仕掛品と相殺表示 19,861

相殺額合計 24,153

２. 表示方法の変更

（損益計算書）

前事業年度において、区分掲記しておりました営業外収益の「受取地代家賃」（当事業年度は

296千円）、「受取家賃」（当事業年度は420千円）及び「受取手数料」（当事業年度は323千

円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より営業外収益の「その他」に含めて

表示することといたしました。

 (「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事

業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載し

ております。ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従って、前事業年度に係る内容については記載しておりません。

３．会計上の見積りに関する注記

（仕掛品の評価及び受注損失引当金)

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

※損失が見込まれる受注に係るたな卸資産は、これに対応する受注損失引当金を相殺表示し

ております。

　当事業年度において売上原価に含まれるたな卸資産評価損は、見込生産品を合わせて

80,966千円であり、受注損失引当金繰入額は16,546千円であります。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、受注契約に基づく製造案件のうち、当事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、か

つ当該損失額を合理的に見積もることが可能なものについて、受注製造案件単位ごとに見込製

造原価と受注金額を比較し、受注金額等が見込製造原価を下回る場合に当該差額について受注

損失引当金を計上しております。

見込製造原価は帳簿価額に見積追加製造原価を加味して算出しております。

また、当社は仕掛品の評価は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってお

り、見込生産している仕掛品について製造単位ごとに帳簿価額と正味売却価額を比較し、正味

売却価額が帳簿価額を下回る場合に当該差額について、たな卸資産評価損を計上しておりま

す。

正味売却価額は受注見込金額から見積追加製造原価(見積直接販売経費は発生がほぼ見込まれ

ないため見積計上対象外としております）を控除して算出しております。

見積追加製造原価は、当事業年度における同一製品又は類似製品の製造実績等に基づき予測

した追加発生工数等を加味して算出しております。

当社は、たな卸資産評価損及び受注損失引当金を適切に見積もっていると考えております

が、見積りには一定の不確実性が含まれており、製造不具合の発生等予測困難な事象の発生等

により、見積りと実績が乖離した場合は翌事業年度の損益に影響を与える可能性があります。
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建物 1,494,285千円

構築物 62,223

機械及び装置 106,366

土地 707,346

計 2,370,222

長期借入金 1,350,706

計 1,350,706

（注）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

(2)有形固定資産の減価償却累計額 4,117,595千円

製品 4,292千円

仕掛品 19,861

計 24,153

４. 貸借対照表に関する注記

(1)担保資産及び担保付債務

①担保に供されている資産

②上記に対応する担保付債務

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(3)損失が見込まれる受注に係るたな卸資産には、これに対応する受注損失引当金を相殺表示し

ております。
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当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

発行済株式

普通株式 13,053,000 － － 13,053,000

合計 13,053,000 － － 13,053,000

自己株式

普通株式 250,196 － － 250,196

合計 250,196 － － 250,196

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年

11月27日
定時株主総会

普通株式 153,633 12円 2020年
８月31日

2020年

11月30日

2021年

３月30日
取締役会

普通株式 128,028 10円 2021年
２月28日

2021年

４月22日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2021年

11月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 179,239 14円 2021年
８月31日

2021年

11月29日

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1)発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する項目

(単位：株)

(2)配当に関する事項

①配当金の支払額

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

(3)当事業年度の末日において発行している新株予約権の目的となる株式の数

該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

計 上 額
時 価 差 額

(1)現金及び預金 2,505,018 2,505,018 －

(2)売掛金 729,829 729,829 －

(3)電子記録債権 940,160 940,160 －

資産計 4,175,008 4,175,008 －

(4)長期借入金※ 2,350,706 2,360,369 9,663

負債計 2,350,706 2,360,369 9,663

６. 金融商品に関する注記

1.金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

設備投資計画に照らして、主に銀行借入により、必要な資金を調達しております。一時的な

余資は短期的な預金に限定しております。

(2)金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、与信管理規程に沿って相手先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、信用状況を把握し、リスク低減を図っております。

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

長期借入金は主に営業取引及び設備投資に係る資金調達であり、流動性リスクに晒されてお

りますが、各部署からの報告に基づき管理本部が毎月資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

2.金融商品の時価等に関する事項

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

(単位：千円)

※長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金427,012千円を含めております。

（注）金融商品の時価の算定方法

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(4)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計金額を新規に同様の借入を行った場合

に想定される利子率で割り引いて算定する方法によっております。
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繰延税金資産 (千円)

減損損失 2,815

未払事業税 16,322

たな卸資産評価損 24,694

受注損失引当金 10,994

貸倒引当金 1,078

未払賞与 28,365

工場改修工事 18,884

退職給付引当金 7,701

株式報酬費用 4,880

資産除去債務 326

未払不動産取得税 2,448

繰延税金資産小計 118,511

評価性引当額 －

繰延税金資産合計 118,511

繰延税金負債

圧縮積立金 5,215

前払固定資産税 1,443

前払労働保険料 1,317

繰延税金負債合計 7,976

繰延税金資産の純額 110,535

(1)１株当たり純資産額 494円20銭

(2)１株当たり当期純利益 70円51銭

７. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８. 関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 追加情報

「新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-19）感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り」

新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-19）感染症の世界的な感染拡大に伴い、経済や企業活動に

広範な影響が生じており、依然として国内経済先行き不透明な状況が続くものと推測しており

ます。

当社では、当事業年度末現在において入手可能な外部の情報等を踏まえ、当社の業績に与える

影響は軽微であると前提のもと、会計上の見積りを行っております。

なお、新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-19）感染症の感染状況が長期化した場合や、その経

済環境への影響が変化した場合には、翌事業年度以降の当社の財政状態、経営成績に影響が及

ぶ可能性があります。
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独立監査人の監査報告書

2021年10月18日

株式会社マルマエ

取締役会　御中

三優監査法人

福岡事務所

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 植 木 貴 宣 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 堤 　 剣 吾 ㊞

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社マルマエの2020年９

月１日から2021年８月31日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

計算書類に係る会計監査報告
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2020年９月１日から2021年８月31日までの第34期事業年度におけ
る取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとお
り報告いたします。

1.監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締

役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に

従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か
らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しまし
た。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書について検討いたしました。

2.監査の結果
(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年10月22日

株 式 会 社 マ ル マ エ 　 監 査 等 委 員 会

常勤監査等委員 兒 島 吉 二 ㊞

常勤監査等委員 外 西 啓 治 ㊞
監 査 等 委 員 桃 木 野 　 　 　 聡 ㊞

監 査 等 委 員 山 本 隆 章 ㊞

監 査 等 委 員 宮 川 博 次 ㊞
　(注）監査等委員桃木野聡、山本隆章及び宮川博次は会社法第２条第15号及び第331条第６

項に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと認識し、経営成績

及び財務状況を勘案しつつ、配当による株主の皆様への利益還元に努めることを

基本方針としております。

当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いた

しまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1)配当財産の種類

金銭といたします。

(2)配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金14円　　総額は179,239,256円

(3)剰余金の配当が効力を生じる日

2021年11月29日といたしたいと存じます。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１
まえ

前　
だ

田　
とし

俊　
かず

一
(1966年11月20日生)

1987年４月 マルマヱ工業(個人)入社

1988年10月 マルマヱ工業有限会社(現当社)設

立、取締役

2001年４月 当社専務取締役

2003年８月 当社代表取締役社長

2010年４月 当社代表取締役社長兼製造部長

2010年12月 当社代表取締役社長兼製造部長兼

管理部長

2011年６月 当社代表取締役社長兼管理部長

2011年７月 当社代表取締役社長

2019年11月 当社代表取締役社長兼管理本部担

当(現任)

4,819,000株

２
かい

海　
ざき

﨑　
こう

功　
た

太
(1973年２月18日生)

1993年４月 岩崎技研株式会社入社

1993年12月 株式会社湖東製作所入社

1999年８月 マルマヱ工業有限会社(現当社)

入社

2004年４月 当社営業部長

2004年10月 当社取締役営業部長

2005年６月 当社取締役精密加工部長

2008年11月 当社取締役営業部長

2009年４月 当社取締役営業部長兼関東事業

所長

2010年４月 当社取締役営業技術部長

2011年６月 当社取締役営業部長兼関東事業

所長

2018年４月 当社取締役営業本部長（現任）

24,900株

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（４名）は、本総会終結の時

をもって任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役

を除く。）４名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見は

ございませんでした。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりでありま

す。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

３
あん

安　
どう

藤　
ひろ

博　
と

音
(1979年５月25日生)

1997年12月 株式会社トップコーポレーション入

社

2000年10月 三代川塗装入社

2004年９月 株式会社アイ・テック入社

2008年１月 株式会社パラモド入社

2008年３月 当社入社

2016年11月 当社品質管理部長

2018年４月 当社執行役員技術生産本部長

2018年11月 当社取締役技術生産本部長

（現任）

1,400株

４
かど

門　
た

田　
あき

晶　
こ

子

(1968年８月６日生)

1995年９月 カリフォルニア州立サクラメント市

TV局KXTV-10（News10）入社

2006年２月 渕上印刷株式会社入社

2009年12月 渕上印刷株式会社取締役

2010年12月 渕上印刷株式会社代表取締役社長

2011年１月 株式会社南日本新聞オフセット輪転

代表取締役副社長

2012年９月 有限会社中央制作センター(現株式

会社クロスメディア)

代表取締役社長

2014年４月 公益財団法人屋久島環境文化財団理

事(現任)

2014年４月 公益財団法人鹿児島市国際交流財団

理事(現任)

2016年４月 鹿児島県女性活躍推進会議会長

　　　　　　(現任)

2016年９月 合同会社Go!Kagoshima代表

　　　　　　(現任)

2020年11月 当社社外取締役(現任)

－株

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 前田俊一氏は、当社の主要株主であります。

３. 門田晶子氏は、社外取締役候補者であります。

４. 社外取締役候補者の選任理由等及び期待される役割の概要について

門田晶子氏につきましては、経営者としての豊富なキャリアと高い見識を有してい

ることに加え、女性の活躍をはじめとするダイバーシティの推進に関する高い見識を

有しており、当該経験等を活かして業務執行を監督する役割を期待したためでありま

す。なお、門田晶子氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をもって１年で

あります。
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５. 候補者と会社との間での責任限定契約

当社は門田晶子氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としており、同氏の再任が承認さ

れた場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

６. 当社は、門田晶子氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする

予定であります。

７. 当社は、当社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を含む。）を被保険

者とし、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任

の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約によ

り塡補することとしております。各候補者が取締役に選任され、就任した場合には、

いずれの取締役も引き続き当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約

は、次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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候補者

番　号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

１
もも

桃
き

木
の

野　　　
さとし

聡
(1965年12月14日生)

1989年４月　株式会社東京銀行(現株式会社三

菱ＵＦＪ銀行)入行

1992年７月　大蔵省(現財務省)出向

1997年３月　ニューヨーク州弁護士登録

2004年10月　弁護士登録

2004年10月　照国総合法律事務所(現弁護士法

人照国総合事務所)入所

2010年６月　鹿児島市教育委員会教育委員

2012年１月　桃木野総合法律事務所　所長

（現任）

2017年11月　当社社外取締役[監査等委員]

（現任）

－株

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役４名は、本総会終結の時をもって任期満了となりま

す。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであり

ます。

なお、本議案については、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者

番　号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

２

やま

山　
もと

本　
たか

隆　
あき

章

(1953年６月15日生)

1986年１月　セイコー電子工業株式会社(現セ

イコーインスツル株式会社)入社

1996年４月　エスアイアイ移動通信株式会社

代表取締役社長

2002年10月　セイコーインスツル株式会社シス

テムアプリケーション事業部長

2011年４月　同社執行役員

2011年６月　セイコープレシジョン株式会社取

締役

2012年６月　エスアイアイネットワークシステ

ムズ株式会社代表取締役社長

2012年12月　セイコーソリューションズ株式会

社代表取締役社長

2013年12月　セイコーインスツル株式会社 取

締役

2017年４月　セイコーソリューションズ株式会

社代表取締役会長

2018年４月　同社取締役相談役

2018年11月　公益財団法人服部報公会 専務理

事（現任）

2019年６月　セイコーソリューションズ株式会

社顧問（現任）

2019年11月　当社社外取締役[監査等委員]

（現任）

3,400株

－ 39 －



候補者

番　号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社の
株 式 数

３

みや

宮　
かわ

川　
ひろ

博　
つぐ

次

(1980年４月18日生)

2011年４月　監査法人かごしま会計プロフェッ

ション入所

2013年11月　公認会計士登録

2016年７月　宮川公認会計士事務所入所

2016年９月　税理士登録

2017年３月　鹿児島ミート販売株式会社監査役

（現任）

2017年３月　南日本畜産株式会社監査役

（現任）

2017年３月　南九州食肉販売株式会社監査役

（現任）

2017年３月　南九州飼料工業株式会社監査役

（現任）

2018年９月　宮川公認会計士事務所副所長

（現任）

2019年11月　当社社外取締役[監査等委員]

（現任）

－株

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．桃木野聡氏、山本隆章氏及び宮川博次氏は、社外取締役候補者であります。

３．社外取締役候補者の選任理由等及び期待される役割の概要について

(1)桃木野聡氏につきましては、同氏が弁護士としての専門的な知識と幅広い経験を

有しており、事業会社の運営についての客観的な意見と当社のコーポレートガバ

ナンスの強化への貢献を期待したためであります。なお、同氏は社外役員となる

こと以外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、弁護士として企業

法務に精通しており、当社の監査等委員である社外取締役としてその職務を適切

に遂行できるものと判断しております。なお、同氏の当社社外取締役在任期間

は、本総会終結の時をもって４年であります。

(2)山本隆章氏につきましては、長年にわたる経営者としての豊富な経験と幅広い見識

を有しており、社外取締役として当社経営への適切な助言と業務執行の監督により

企業価値の向上に貢献いただいていることから、同氏に継続してその役割を果たし

ていただくことを期待したためであります。なお、同氏の当社社外取締役在任期間

は、本総会終結の時をもって２年であります。

(3)宮川博次氏につきましては、公認会計士としての専門的な知識と幅広い経験を有し

ており、それらを活かして専門的な観点から取締役の職務執行に対する監督、助言

等をいただくことを期待したためであります。また、同氏は社外役員となること以

外の方法で会社の経営に関与したことはありませんが、公認会計士として税務や会

計に精通しております。なお、同氏は未上場企業である鹿児島ミート販売株式会社
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の監査役であるほか、南日本畜産株式会社監査役、南九州食肉販売株式会社監査

役、南九州飼料工業株式会社の監査役を兼任されていますが、これらの会社は同一

の株主の下で「鹿児島ミートグループ」として一体的に運営されている企業グルー

プであることから同氏の負担は軽度であり、当社の監査等委員である社外取締役と

してその職務を適切に遂行できるものと判断しております。なお、同氏の当社社外

取締役在任期間は、本総会終結の時をもって２年であります。

４. 当社は、桃木野聡氏、山本隆章氏及び宮川博次氏との間で会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額として

おり、３氏の再任が承認された場合は、３氏との当該契約を継続する予定でありま

す。

５．当社は、桃木野聡氏、山本隆章氏及び宮川博次氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。３氏の再任が承認された場合に

は、引き続き独立役員とする予定であります。

６．当社は、当社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を含む。）を被保険

者とし、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任

の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約によ

り塡補することとしております。各候補者が取締役に選任され、就任した場合には、

いずれの取締役も引き続き当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約

は、次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上
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番号 氏 名

属 性 当社が特に期待する知見・経験

監

査

等

委

員

諮

問

委

員

独

立

性

（

社

外

）

企
業
経
営
・
経
営
戦
略

開
発
・
技
術
・
品
質

企

画

・

営

業

財

務

・

会

計

リ
ス
ク
管
理
・
法
務

国

際

経

験

1 前 田 俊 一 ● ●● ●●

2 海 崎 功 太 ● ●

3 安 藤 博 音 ●●

4 門 田 晶 子 ●● ●

5 外 西 啓 治 ● ●

6 桃 木 野 　 聡 ●●● ●●

7 山 本 隆 章 ●●●● ●

8 宮 川 博 次 ●●● ●

【ご参考：株主総会後の取締役会のスキルマトリックス】

第２号および第３号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役会のスキ

ルマトリックスは以下のとおりとなります。
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書面またはインターネット等による議決権行使のご案内

《インターネットによる議決権行使に関するお問い合わせ》
インターネットによる議決権行使に関してご不明な点につきましては、以下にお問い合
わせくださいますようお願い申しあげます。

株主名簿管理人 日本証券代行㈱代理人部 ウェブサポート専用ダイヤル

[ 電 話 ]：0120－707－743（フリーダイヤル）

受 付 時 間 : 午 前 ９ 時 か ら 午 後 ９ 時 ま で （ 土 ･ 日 ･ 祝 日 も 受 付 ）

議決権を書面またはインターネット等により行使される場合は、下記の事項をご
了承のうえ、2021年11月25日（木曜日）午後５時30分までに行使してくださいま
すようお願い申しあげます。

記

〔書面（郵送）による議決権の行使〕
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記行使期限までに到着するよ
うにご返送ください。

〔インターネット等による議決権の行使〕
(1)インターネットによる 議決権行使 は 、 当社 の 指定 する 議決権行使 ウェブサイト

（https://www.e-sokai.jp）をご利用いただくことによってのみ可能です。（議決権行使ウ
ェブサイトは、一部の携帯電話端末（スマートフォン等）を用いる場合を除き、携帯電話を
用いたインターネットではご利用いただけませんのでご了承ください。）

(2)インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記載の「議決
権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って議案に対する賛否
をご登録ください。

(3)インターネット等による議決権行使は、2021年11月25日（木曜日）午後５時30分まで受付い
たします。

(4)書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるも
のを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

(5)インターネットによって、複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な
議決権行使として取り扱わせていただきます。

(6)議決権行使サイトをご利用いただく際の通信料金等は、すべて株主様のご負担となります。
(7)株式会社ICJが運営する機関投資家向け「議決権電子行使プラットフォーム」に参加される株

主様は、当該プラットフォームをご利用ください。

以　上
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交通のご案内

●鉄道

九州新幹線「出水駅」よりタクシーで約15分

肥薩おれんじ鉄道「西出水駅」よりタクシーで約５分

●航空

鹿児島空港より九州新幹線「出水駅」まで空港リムジ

ンバスで約85分

●自動車

国道３号線・国道328号線・県道374号線・国道504号線

※本社へは、西側門よりご入場ください。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：鹿児島県出水市大野原町2141番地

株式会社マルマエ　本社　３階「特設会場」

電話：0996-68-1150（代表）

Ｎ

西出水

ディスカウント
ドラッグコスモス
西出水店

Ａ・コープ
西いずみ店

ENEOS

よしだ
歯科

入口

あすなろ印刷

マルハニチロ物流 九州
支社 出水物流センター

西出水
運動公園

出水
高校

肥薩おれんじ鉄道

西出水町

本社
（出水事業所）

369

369

374


